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（4）教育の機会均等と学校の働き方改革による学びの質の向上�

連合静岡　政策集　 |　

就学前から高等教育まで、すべての教育にかかる費
用の無償化を実現するため、国に対し、必要な法整備
を求める。また、ＧＩＧＡスクール構想など教育のＩ
ＣＴ化に関わる情報アクセス環境の整備に対する国ま
たは県からの補助や、推進するための専門職員の配置
などに伴う費用の公費負担などを求め、時代とともに
変化している学び方 · 教え方への対応を充実させる。

日本国憲法で保障されている「ひとしく教育を受け
る権利」に基づき、いじめや虐待、貧困などの理由に
よって教育が受けられない事態は回避しなくてはなら
ない。教育現場の実態に応じ、スクールカウンセラー、
スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤーなど、
課題解決に向けた人材配置の充実を求める。【図1,図2】

学びの質を向上させるには、教職員の多忙化を解消
させ、子どもと向き合う時間を確保することが不可欠
である。文部科学省による 2022 年度の「教員勤務実
態調査」では、今なお小学校教員の 14.2％、中学校教

員の 36.6％が過労死ラインに相当する「1 週間の総在
校等時間 60 時間以上」の実態にある。教職員定数の
改善を継続して求めることや、現在国が進めている部
活動の地域移行など、学びの質を向上させるための教
職員の働き方改革は一層強化すべき課題である。【図3】

学ぶ意欲があっても家庭の経済的理由や学費の値上
げ等で進学をあきらめる若者を救うため、奨学金制度
の改正は重要な意味合いを持つ。現在学生の 2 人に
1 人は奨学金を借りており、卒業後に返済ができない
という事態が発生している。国も給付型奨学金を受け
取れる人や、授業料減免の対象になる人を広げる方針
を掲げ、学生が学ぶ環境は改善しつつあるが、依然と
して制度が複雑であったり、諸外国に比べて給付額が
少ないなどの課題がある。引き続き、企業からの寄付
の促進などによる給付型奨学金制度の拡充を求めてい
く。
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【図 3】　1 週間の総在校等時間の分布

出所：文部科学省「教員勤務実態調査（2022 年度 · 速報値）

出所：静岡県教育委員会
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【図 1】　静岡県におけるスクールカウンセラー配置状況 【図 2】　静岡県におけるスクールソーシャルワーカー配置状況
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（5）民意を政治に反映させるための投票環境の整備�

|　連合静岡　政策集

国政選挙、地方選挙とも投票率の低下が深刻化
している。2023 年 4 月 9 日執行の県議会議員選
挙の投票率は 44.62％となり、過去最低を記録し
た（2019 年；46.85%、2015 年 47.88%）。 投
票率の低さは民意が政治に十分反映されていない
ことの裏付けであり、投票率向上のための方策は
行政が行うべき課題である。【図１】連合静岡が
2024 年 6 月に 30 歳未満の組合員組合員に対し
て行った若年層向け政治アンケートでは、「イン
ターネットで投票できたら投票しようと思う気持
ちが強くなる」との回答が最も多かった。【図 2】
有権者の投票機会の確保策として、国に対し、電
子投票制度の導入や郵便投票の簡素化などを求め
て行く必要がある。

国と県に関わる選挙の投開票実務は法定受託事
務であり、市町選挙管理委員会が行っているが、

期日前投票所の設置や投票日当日の投票会場の設
置数は市町判断によるため、投票機会の確保とい
う点では自治体間で差が生じている。連合静岡と
しては、各市町に対する行政要請に際し、移動投
票所の導入など投票しやすい環境整備を求めると
ともに、市町が行う投票環境整備に対し、国や県
による技術支援や財政支援など行うことを求めて
いる。

若年層の投票率が低いことを受け、組織内の若
者が投票に行かない理由を分析し、組織内の政治
に対する関心を高める取組みを充実させる。また、
県に対しては投票可能年齢が 18 歳に引き下げら
れたことを受け、若い年齢から政治参画意識が醸
成されるよう、私立高校も含めたすべての高等学
校において主権者教育の機会を設けるよう求めて
いく。
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【図 2】　若年層向け政治アンケート結果

Q19「選挙がどのように変われば投票に行こう · 投票に行くという気持ちが今よりも強くなりますか？（複数回答有）

出所：連合静岡政治局

出所：静岡県選挙管理委員会
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（6）住民サービスの質を落とさない持続可能な行財政運営の推進�

連合静岡　政策集　 |　

国自体が多額の国債に依存した予算編成を毎年
続けており、本来地方の税収入とすべきである
交付税が今後も確保されるかが懸念される。国
は各自治体間財源の不均衡を調整するための地
方交付税措置を維持し、地方自治体財政の底支
えを行うべきである。また、国からの交付税措
置等に依存しない税源移譲の比率を高め、地方
自治体の裁量で予算編成ができる地方財政計画
となるよう、財政面での地方分権を求めていく。

県及び各市町自治体の財政状況は、歳入面では
新型コロナウイルス禍から税収総額は復調しつ
つある一方、歳出面では社会インフラの老朽化
に伴う補修費、高齢者福祉関連の事業費等によ
り増加傾向にある。また、災害などの不測の事
態や年度間の財源不足分を、一般家庭の貯金に
あたる財政調整基金を取り崩す財政構造となっ
ており、各自治体の財政状況は決して楽観でき
る状況にはない。

各自治体の財政運営においては資源価格 · 物価
高騰の影響による人件費、燃料費、光熱費など
の経常経費は引き続き増加するものと予想され
るなかにあって、これまで以上に収支均衡を意
識した財政運営を行なうとともに、未利用財産
の積極的な利活用等による歳入確保、歳出面で
はあらゆる事業の必要性を再検証するとともに、
自治体 DX 等の導入や自治体間の広域連携などに
よる事務事業の効率化を視野にいれた健全な財
政運営に努める必要がある。【図 1】

そのうえで、県や各自治体においては、職員の
適正配置や教育は重要であり、特に大幅に不足
している土木 · 建築系技術職員や総合的な知識を
持つ職員の確保 · 育成に努め、質が高くかつ持続
可能な行政運営を推進すべきである。【図 2】
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を連合はめざしています。
詳細は「連合ビジョン」をご覧ください
https://www.jtuc-rengo.or.jp/about_rengo/
society/vision.html

連合は、働く者・生活者が

より働きやすい社会、くらしやすい社会、

誰一人取り残されることのない社会の実現をめざして、

政策提言を行っています。

　SDGsは、2015年9月に国連総会で採択された「持続可能な開発目標」（Sustainable�Development�
Goals）です。「誰一人取り残されない」を理念とし、2030年までに達成すべき17の開発目標（ゴール）で
構成されています。政府、民間企業や労働組合を含む市民社会組織等の参画により、世界規模で目標達
成に向けた取り組みが行われています。
　連合がすすめる運動は、ＳＤＧｓそのものであると表現しても過言ではありません。めざすべき社会像とし
て掲げている「連合ビジョン」や向こう2年間の運動方針、毎年の春季生活闘争、そして、本重点政策の実
現は、ＳＤＧｓ�17のゴールにつながるからです。
　連合は、ＳＤＧｓの達成に向けて、雇用や生活を守るために労働環境の改善・ワークルールの制定、すべ
ての働く人が安心・安全に誇りをもって働ける環境づくり、社会を構成する一員としての地域社会活性化の
取り組みなどを本重点政策の実現を通して進めています。

● 働くことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働条件の下、多様な働き方を通じて
社会に参加でき、社会的・経済的に自立することを軸とし、それを相互に支え合い、自
己実現に挑戦できるセーフティネットが組み込まれている活力あふれる参加型社会（働
くことを軸とする安心社会）

●    「 持続可能性」と「包摂」を基底に置き、年齢や性、国籍の違い、
障がいの有無などにかかわらず多様性を受け入れ、互いに認め
支え合い、誰一人取り残されることのない社会

連合がめざす社会像

ＳＤＧｓと重点政策の関係について
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■�政策・制度�要求と提言
 本冊子に掲載の「重点政策」以外の政策・
制度については、連合のホームページに掲載
し、適宜更新しています。
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/seisaku_jitsugen/teigen/

■�連合の重点政策
 働く者・生活者が真に求める声を結集した「政策・制度 要求と提言」の中から、次年度予算に反
映すべきこと、法案審議等に関することなどを中心に取りまとめたものが「連合の重点政策」（本文
P2〜5）です。実現に向けて、各省庁・政党への要請などを行っています。

■�社会保障・教育・税制に関する政策構想
 社会保障と教育制度の充実をはかり、誰もが必要な給付やサービスを享受し、その負担を社会全体で
分かち合うことで、誰一人として取り残されない活力ある社会を創り出していくための３つの政策構想
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/seisaku_jitsugen/teigen.html

＊それぞれの政策とＳＤＧｓとの関係性は、各ページのマークでご確認ください。

連合の政策提言
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後　記 ～連合静岡政策集第 2 版の発行にあたって～

近年、世界各地で大規模な自然災害が多発する中、日本国内においても例外
ではなく、相次ぐ大地震や水災害、地球沸騰化など、私たちを取り巻く環境は
これまで以上に自然との共生や防災・減災が必要とされております。また、生
活面において、賃上げ機運は高まるものの一部企業の限定的なものであり、賃
金格差が広がる傾向の中、とどまることのない物価上昇により実質賃金は低下
の一途をたどり、先進国はもとよりアジアの中での優位性も低くなってきてい
ます。
その中で、連合は「働くことを軸とする安心社会」を目指し、勤労者・生活
者の視点に立った政策立案と実現に向けた活動に日々取り組んでいます。とり
わけ連合静岡においては、正規・非正規にかかわらず「すべての労働者」にとっ
て多様性を認め合い、誰もが安心して働き続けられる環境を整備すべく、連合
静岡が理想とする社会像を連合静岡政策集として編集し、この度第 2 版を発行
することといたしました。
引き続き地域に根差した労働運動を推進するにあたり、働く仲間の思いを大
切にし、地域社会にとってなくてはならない存在感のある連合静岡を目指し、
各級推薦・支持議員や地協の皆様と連携しながら県や各市町行政に要請を続け
てまいります。各地域における議会活動や行政への要請行動の際、ご活用いた
だくことを期待いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2024 年 10 月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連合静岡

　　　事務局長　今泉　竜
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